
事 業 概 況 （5月分結果の概要） 

 

 保 険 給 付 

  平成 26年度労災保険業務機械処理の平成26年 5月末現在における保険給付支払総額は127,094,656千円で、前年同期

に比べて0.6％増となっている。 

保険給付支払総額の給付種類別の状況 

  保険給付支払総額を給付種類別に構成比でみると、年金等給付が 62,244,100 千円で 49.0％と最も大きく、次いで療養

補償給付が 39,551,235 千円で 31.1％を占めている。以下、休業補償給付が 13.7％、障害補償一時金が 3.9％、遺族補償

一時金が1.0％、介護補償給付が0.9％、葬祭料が0.3％、二次健康診断等給付が0.1％を占めている。 

  保険給付支払総額を給付種類別に前年同期と比べてみると、二次健康診断等給付が18.8％増、療養補償給付が5.3％増、

遺族補償一時金が4.7％増となっているのに対し、障害補償一時金が2.5％減、年金等給付が1.7％減、介護補償給付が1.5％

減、休業補償給付が0.7％減となっている。なお、葬祭料は変化がなかった。（第１表） 

　　　　　区　分 平成25年度 25年5月末 平成26年度 26年5月末

対前年同 対前年同

 保険給付 期増減率 期増減率

千円 ％ ％ 千円 ％ ％

合 計 126,362,407 100.0 △ 0.5 127,094,656 100.0 0.6

療 養 補 償 給 付 37,547,672 29.7 0.6 39,551,235 31.1 5.3

休 業 補 償 給 付 17,521,634 13.9 1.5 17,394,666 13.7 △ 0.7

障 害 補 償 一 時 金 5,078,989 4.0 3.0 4,953,016 3.9 △ 2.5

遺 族 補 償 一 時 金 1,190,920 0.9 △ 13.9 1,246,864 1.0 4.7

葬 祭 料 357,197 0.3 △ 3.8 357,189 0.3 0.0

介 護 補 償 給 付 1,220,457 1.0 1.4 1,202,716 0.9 △ 1.5

年 金 等 給 付 63,323,581 50.1 △ 1.7 62,244,100 49.0 △ 1.7

二 次 健 康 診 断 等 給 付 121,959 0.1 5.9 144,871 0.1 18.8

金　　　額 構成比 金　　　額 構成比

第 １ 表 給 付 種 類 別 保 険 給 付 支 払 状 況

 

(注 1) 本表は、機械処理データの金額である。 

(注 2) 本表の数値は、金額は百円単位、比率は小数第2位で四捨五入を行っている。 

 

保険給付支払総額の業種別の状況 

  保険給付支払総額を業種別に構成比でみると、「建設事業」が37,295,950千円で29.3％、「その他の事業」が35,089,804

千円で27.6％、「製造業」が31,511,424千円で24.8％となっている。以下、「運輸業」が10.6％、「鉱業」が4.6％、「林

業」が2.0％、「漁業」及び「船舶所有者の事業」が0.4％、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が0.2％となっている。 

  保険給付支払総額を業種別に前年同期と比べてみると、「船舶所有者の事業」が5.0％増、「その他の事業」が3.0％増、

「運輸業」が2.6％増、「製造業」が0.1％増となっているのに対し、「鉱業」が4.5％減、「林業」が4.3％減、「電気、ガ

ス、水道又は熱供給の事業」が3.5％減、「建設事業」が0.7％減、「漁業」が0.5％減となっている。（第２表） 



　　　　　区　分 平成25年度 25年5月末 平成26年度 26年5月末

対前年同 対前年同

　　業　種 期増減率 期増減率

千円 ％ ％ 千円 ％ ％

全　 　業 　　種 126,362,407 100.0 △ 0.5 127,094,656 100.0 0.6

林　　  　　　業 2,663,464 2.1 △ 6.1 2,548,603 2.0 △ 4.3

漁　　　  　　業 463,764 0.4 6.3 461,555 0.4 △ 0.5

鉱　　　  　　業 6,186,428 4.9 △ 5.7 5,908,594 4.6 △ 4.5

建　 設　 事　 業 37,571,107 29.7 △ 1.3 37,295,950 29.3 △ 0.7

製　 　造　 　業 31,478,039 24.9 △ 2.7 31,511,424 24.8 0.1

運　 　輸　 　業 13,165,560 10.4 2.4 13,507,127 10.6 2.6
電気、ガス、水道

又は熱供給の事業
309,501 0.2 30.2 298,791 0.2 △ 3.5

そ の 他 の 事業 34,074,198 27.0 2.5 35,089,804 27.6 3.0

船舶所有者の事業 450,347 0.4 8.0 472,809 0.4 5.0

第 ２ 表 業 種 別 保 険 給 付 支 払 状 況

金　　　額 構成比 金　　　額 構成比

 

(注 1) 本表は、機械処理データの金額である。 

(注 2) 本表の数値は、金額は百円単位、比率は小数第2位で四捨五入を行っている。 

 

年金等給付支払総額の業種別の状況 

  年金等給付支払総額を給付種類別に構成比でみると、遺族補償年金が 33,002,704 千円で 53.0％と最も大きく、次いで

障害補償年金が23,392,806千円で37.6％、傷病補償年金が5,848,590千円で9.4％を占めている。 

  年金等給付支払総額を業種別に構成比でみると、「建設事業」が20,857,791千円で33.5％、「製造業」が17,885,260千

円で28.7％、「その他の事業」が11,247,319千円で18.1％となっている。以下、「運輸業」が10.4％、「鉱業」が6.5％、

「林業」が2.0％、「漁業」が0.5％、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が0.3％、「船舶所有者の事業」が0.1％とな

っている。（第３表） 

平成26年度　26年5月末現在

　　　　 区　分 障 害 補 償 遺 族 補 償 傷 病 補 償 合      計

 業　種 年       金 年       金 年       金 （年金等給付）

千円 千円 千円 千円 ％

全　 　業 　　種 23,392,806 33,002,704 5,848,590 62,244,100 100.0

林　　  　　　業 363,063 821,461 65,338 1,249,862 2.0

漁　　　  　　業 68,141 210,432 7,300 285,874 0.5

鉱　　　  　　業 371,191 2,594,054 1,074,103 4,039,348 6.5

建　 設　 事　 業 6,771,419 11,881,375 2,204,997 20,857,791 33.5

製　 　造　 　業 8,965,819 7,820,371 1,099,070 17,885,260 28.7

運　 　輸　 　業 2,385,759 3,685,949 374,520 6,446,228 10.4

電気、ガス、水道

又は熱供給の事業
41,380 116,189 12,210 169,779 0.3

そ の 他 の 事業 4,417,203 5,823,993 1,006,122 11,247,319 18.1

船舶所有者の事業 8,830 48,881 4,928 62,640 0.1

構　成　比 37.6% 53.0% 9.4% 100.0% －

構成比

第 ３ 表 業 種 別 年 金 等 給 付 支 払 状 況

 

(注 1) 「傷病補償年金」は、傷病補償年金受給者に係る療養の給付及び療養の費用を含む。 

(注 2) 本表は、機械処理データの金額である。 

(注 3) 本表の数値は、金額は百円単位、比率は小数第2位で四捨五入を行っている。 

 

 



保 険 料 

 

  平成 26年度労災保険業務機械処理の平成26年 5月末現在における保険料徴収決定済額は54,120,201千円で、前年同期

に比べて7.0％増となっている。保険料収納済額は9,090,332千円で、前年同期に比べて11.9％増となっている。また、

収納率についてみると16.8％となっており、前年同期に比べて0.7ポイント上回っている。 

  保険料徴収決定済額を業種別に構成比でみると、「建設事業」が 35,735,566 千円で 66.0％と最も大きく、次いで、「そ

の他の事業」が8,151,386千円で15.1％、「運輸業」が4,690,132千円で8.7％を占めている。以下、「製造業」が7.6％、

「船舶所有者の事業」が1.1％、「鉱業」が0.7％、「林業」が0.6％、「漁業」が0.2％、「電気、ガス、水道又は熱供給の

事業」が0.0％となっている。（第４表） 

区　分

平成25年度 平成26年度 平成25年度 平成26年度 平成25年度平成26年度

業　種 25年5月末 26年5月末 25年5月末 26年5月末 25年5月末 26年5月末

千円 千円 ％ ％ 千円 千円 ％ ％ ％ ％

全　 　業 　　種 50,584,371 54,120,201 100.0 7.0 8,124,982 9,090,332 100.0 11.9 16.1 16.8

林　　  　　　業 341,568 334,299 0.6 △ 2.1 73,465 94,259 1.0 28.3 21.5 28.2

漁　　　  　　業 129,573 131,287 0.2 1.3 2,206 3,144 0.0 42.5 1.7 2.4

鉱　　　  　　業 407,302 359,126 0.7 △ 11.8 22,200 7,341 0.1 △ 66.9 5.5 2.0

建　 設　 事　 業 30,725,701 35,735,566 66.0 16.3 6,706,450 7,562,381 83.2 12.8 21.8 21.2

製　 　造　 　業 4,402,560 4,109,361 7.6 △ 6.7 236,873 306,089 3.4 29.2 5.4 7.4

運　 　輸　 　業 5,241,611 4,690,132 8.7 △ 10.5 233,039 202,553 2.2 △ 13.1 4.4 4.3

電気、ガス、水道

又は熱供給の事業
1,101 1,481 0.0 34.5 802 1,029 0.0 28.3 72.8 69.5

そ の 他 の 事業 8,731,921 8,151,386 15.1 △ 6.6 833,341 871,184 9.6 4.5 9.5 10.7

船舶所有者の事業 603,035 607,563 1.1 0.8 16,606 42,353 0.5 155.0 2.8 7.0

収　納　率

構 成 比

対 前 年
同 期

増 減 率

構 成 比

対 前 年
同 期

増 減 率

第 ４ 表 業 種 別 保 険 料 徴 収 状 況

保 険 料 徴 収 決 定 済 額 保 険 料 収 納 済 額

 

(注 1) 本表は、機械処理データの金額である。 

(注 2) 本表の数値は、金額は百円単位、比率は小数第2位で四捨五入を行っている。 

 


